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導
入
拡
大
を
支
え
て
い
る
政
策
に
つ
い
て
見
て
い
こ
う
。

　

米
経
済
諮
問
委
員
会
に
よ
る
と
、
米
国
再
生
・
再
投

資
法
（
二
〇
〇
九
年
二
月
成
立
）
の
予
算
総
額
七
、

八
七
二
億
㌦
の
う
ち
九
〇
二
億
㌦
が
ク
リ
ー
ン
エ
ネ
ル

ギ
ー
分
野
に
充
て
ら
れ
、
七
二
万
人
の
雇
用
創
出
が
見

込
ま
れ
て
い
る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
に
関
し

て
は
、
全
プ
ロ
グ
ラ
ム
中
、
最
も
多
い
二
六
六
億
㌦
が

拠
出
さ
れ
て
お
り
、
雇
用
創
出
人
数
は
約
二
〇
万
人
と

影
響
力
が
大
き
い
。

　

米
国
再
生
・
再
投
資
法
の
施
行
以
前
か
ら
も
、
連
邦

政
府
は
税
控
除
や
債
務
保
証
等
の
政
策
に
よ
り
、
再
生

可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
産
業
を
支
援
し
て
き
た
。
税
控
除
制

度
を
活
用
し
、
米
国
で
はT

ax Equity

投
資
と
い
う

投
資
ス
キ
ー
ム
が
普
及
し
て
い
る
。Tax Equity

投
資

は
、
投
資
家
が
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
事
業
者
と
の
パ

ー
ト
ナ
ー
シ
ッ
プ
組
成
等
に
よ
り
、
当
該
プ
ロ
ジ
ェ
ク

ト
に
適
用
さ
れ
る
税
控
除
を
受
け
取
る
こ
と
が
で
き
る

ス
キ
ー
ム
で
あ
る
。
本
ス
キ
ー
ム
の
利
用
に
よ
り
、
プ

ロ
ジ
ェ
ク
ト
が
赤
字
で
も
投
資
家
は
当
該
税
控
除
を
他

事
業
か
ら
の
課
税
利
益
と
相
殺
で
き
、
経
済
的
恩
恵
を

受
け
ら
れ
る
。
さ
ら
に
、
多
く
の
投
資
銀
行
が
十
分
な

課
税
利
益
を
確
保
で
き
な
く
な
っ
た
金
融
危
機
後
は
税

控
除
が
助
成
金
と
し
て
受
け
取
り
可
能
と
な
る
な
ど
、

投
資
家
の
イ
ン
セ
ン
テ
ィ
ブ
に
配
慮
し
た

制
度
設
計

に
オ
イ
ル
シ
ョ
ッ
ク
以
降
、
エ
ネ
ル
ギ
ー
安
全
保
障
強

化
を
目
的
に
エ
ネ
ル
ギ
ー
源
の
多
様
化
が
進
め
ら
れ
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
が
拡
大
し
た
。
ま
た
、

発
電
量
の
約
半
分
が
石
炭
火
力
に
よ
る
も
の
で
あ
り
、

Ｃ
Ｏ
２
排
出
抑
制
の
観
点
か
ら
も
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ

ー
の
導
入
促
進
が
重
要
と
な
っ
て
い
る
。
金
融
危
機
後

は
景
気
刺
激
・
雇
用
対
策
の
一
環
と
し
て
、
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
導
入
促
進
策
が
強
化
さ
れ
て
い
る
。

　

こ
の
背
景
か
ら
、
米
国
に
お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
（
水
力
除
く
）
は
、
二
〇
〇
八
年
時
点
で

四
一
Ｇ
Ｗ
と
世
界
最
大
の
発
電
容
量
を
有
し
て
い
る
。

そ
の
う
ち
風
力
が
二
五
Ｇ
Ｗ
と
約
六
割
を
占
め
る
。
国

際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
に
よ
る
と
、
二
〇
三
五
年
に
は
再

投
資
家
の
ニ
ー
ズ
に
応
じ
た
施
策
が
と
ら
れ
て
い
る
。

　

州
レ
ベ
ル
で
は
電
気
事
業
者
に
一
定
量
の
再
生
可
能

エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
を
義
務
づ
け
る
Ｒ
Ｐ
Ｓ
制
度
が
導
入

の
拡
大
を
支
援
し
て
い
る
。
日
射
量
が
豊
富
な
カ
リ
フ

ォ
ル
ニ
ア
州
等
で
は
太
陽
光
発
電
に
関
し
て
、
デ
ベ
ロ

ッ
パ
ー
に
よ
る3rd Party PPA

と
い
う
ビ
ジ
ネ
ス

モ
デ
ル
が
普
及
し
て
い
る
。3rd Party PPA

で
は
、

デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
が
資
金
を
調
達
し
、
顧
客
と
な
る
電
力

消
費
者
の
土
地
・
施
設
内
に
モ
ジ
ュ
ー
ル
を
設
置
・
所

有
、
長
期
電
力
購
入
契
約
（
Ｐ
Ｐ
Ａ
）
に
よ
り
電
力
を

顧
客
に
販
売
す
る
。
デ
ベ
ロ
ッ
パ
ー
は
政
府
か
ら
は
税

控
除
を
受
け
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
ク
レ
ジ
ッ
ト
に

つ
い
て
は
電
力
会
社
に
販
売
す
る
。3rd Party PPA

を
通
じ
て
、
電
力
消
費
者
は
初
期
投
資
コ
ス
ト
を
負
担

せ
ず
に
ク
リ
ー
ン
な
電
力
を
調
達
で
き
る
。

　

国
際
エ
ネ
ル
ギ
ー
機
関
に
よ
る
と
、
二
〇
〇
八
年
に

お
け
る
日
本
国
内
の
発
電
量
一
、〇
七
五
Ｔ
Ｗ
ｈ
の
う

ち
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
（
水
力
除
く
）
に
よ
る
発

電
量
は
三
〇
Ｔ
Ｗ
ｈ
と
全
体
の
三
％
に
と
ど
ま
る
。
今

後
、
国
内
温
室
効
果
ガ
ス
を
削
減
す
る
た
め
に
は
、
再

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
の
利
用
増
加
を
通
じ
た
発
電
部
門

の
低
炭
素
化
は
欠
か
せ
な
い
。
ま
た
、
国
内
製
造
業
の

競
争
力
強
化
の
観
点
か
ら
も
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

発
電
市
場
の
拡
大
が
期
待
さ
れ
て
い
る
。
さ
ら
に
、
東

日
本
へ
の
示
唆

生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
容
量
は
三
〇
〇
Ｇ
Ｗ
ま
で

拡
大
す
る
見
通
し
で
あ
り
、
現
状
で
は
小
規
模
に
と
ど

ま
っ
て
い
る
太
陽
光
、
太
陽
熱
発
電
が
大
き
く
成
長
す

る
見
込
み
で
あ
る
。

　

し
か
し
、
石
炭
火
力
や
ガ
ス
火
力
発
電
の
発
電
コ
ス

ト
が
一
〇
〇
㌦
／
Ｍ
Ｗ
ｈ
を
下
回
る
の
に
比
べ
、
太
陽

光
・
太
陽
熱
発
電
の
コ
ス
ト
は
高
く
、
政
策
支
援
な
し

に
は
導
入
が
進
ま
な
い
。
長
期
的
に
は
技
術
革
新
や
量

産
化
に
伴
っ
て
、
太
陽
光
発
電
の
コ
ス
ト
は
現
在
の
約

三
〇
〇
㌦
／
Ｍ
Ｗ
ｈ
か
ら
半
分
程
度
ま
で
、
太
陽
熱
発

電
は
現
状
の
約
二
〇
〇
㌦
／
Ｍ
Ｗ
ｈ
か
ら
将
来
は
約

一
五
〇
㌦
／
Ｍ
Ｗ
ｈ
ま
で
下
落
す
る
と
考
え
ら
れ
て
い

る
。
以
下
で
は
、米
国
で
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の

日
本
大
震
災
を
受
け
、
地
域
の
自
然
エ
ネ
ル
ギ
ー
を
活

用
す
る
電
力
供
給
源
と
し
て
、
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー

を
捉
え
る
動
き
も
見
受
け
ら
れ
る
。

　

国
内
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
導
入
拡
大
策

と
し
て
は
、
米
国
の
州
政
府
も
採
用
し
て
い
る
Ｒ
Ｐ
Ｓ

制
度
の
適
用
が
二
〇
〇
三
年
に
始
ま
っ
て
お
り
、

二
〇
〇
九
年
か
ら
は
、
欧
州
で
普
及
し
て
い
る
固
定
価

格
買
取
（
Ｆ
Ｉ
Ｔ
）
制
度
が
太
陽
光
発
電
を
対
象
に
導

入
さ
れ
た
。
さ
ら
に
、
二
〇
一
二
年
か
ら
は
固
定
価
格

買
取
制
度
の
対
象
を
風
力
等
、
他
の
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
に
も
拡
大
す
る
こ
と
が
決
定
さ
れ
、
制
度
設

計
が
進
め
ら
れ
て
い
る
段
階
に
あ
る
。
制
度
は
異
な
る

が
、
米
国
の
例
に
み
ら
れ
る
よ
う
に
投
資
家
の
イ
ン
セ

ン
テ
ィ
ブ
に
配
慮
す
る
こ
と
が
重
要
で
あ
ろ
う
。
ま
た
、

再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
の
大
量
導
入
に
あ
た
っ
て

は
系
統
安
定
化
対
策
の
検
討
も
欠
か
せ
な
い
。

　

日
本
企
業
に
は
、
海
外
に
お
け
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル

ギ
ー
発
電
の
導
入
拡
大
は
、
部
材
供
給
か
ら
完
成
品
製

造
、
発
電
所
建
設
・
運
営
に
至
る
バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン

の
各
段
階
で
事
業
機
会
と
な
り
得
る
。
日
本
企
業
は
、

風
力
発
電
の
ベ
ア
リ
ン
グ
や
太
陽
光
発
電
の
バ
ッ
ク
シ

ー
ト
、
封
止
材
等
の
部
材
製
造
を
中
心
に
技
術
的
な
優

位
性
を
持
つ
。
今
後
は
、
技
術
優
位
性
を
維
持
し
つ
つ
、

バ
リ
ュ
ー
チ
ェ
ー
ン
の
垂
直
統
合
や
フ
ァ
イ
ナ
ン
ス
上

の
工
夫
等
に
よ
る
、
発
電
シ
ス
テ
ム
全
体
で
の
コ
ス
ト

競
争
力
向
上
や
販
売
力
強
化
が
求
め
ら
れ
る
。

　

二
〇
一
一
年
三
月
に
発
生
し
た
東
日
本
大
震
災
を
契

機
と
し
て
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電
に
注
目
が
集
ま

っ
て
い
る
。
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
と
は
絶
え
ず
資
源

が
補
充
さ
れ
て
枯
渇
し
な
い
エ
ネ
ル
ギ
ー
で
あ
り
、
風

力
、
太
陽
光
、
太
陽
熱
、
地
熱
等
が
含
ま
れ
る
。
国
内

で
の
関
心
が
高
ま
っ
て
い
る
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
で

あ
る
が
、
水
力
を
除
い
た
再
生
可
能
エ
ネ
ル
ギ
ー
発
電

の
発
電
容
量
で
世
界
一
と
な
っ
て
い
る
の
が
、
米
国
で

あ
る
。
米
国
は
世
界
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
需
要
の
二
割
弱
を

占
め
る
世
界
最
大
の
エ
ネ
ル
ギ
ー
消
費
国
で
あ
る
。
特

米
国
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エ
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ル
ギ
ー
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